
函館市森林経営計画事務処理要領

この規程は，森林法（昭和２６年法律第２４９号。以下「法」という。），

森林法施行令（昭和２６年政令第２７６号）および森林法施行規則（昭

和２６年農林省令第５４号。以下「規則」という。）に基づく森林経営

計画の事務処理について定めるものとする。

第１ 森林経営計画作成の指導・援助

１ 指導・援助の種類

法第１９１条第１項の規定に基づく森林経営計画の作成等のため

の助言，指導，その他援助（以下「指導・援助」という。）は，次

のとおりとする。

(1) 森林経営計画書の作成に必要な資料等の提供

森林経営計画書の作成を支援するためのソフトウェア「森林経

営計画認定プログラム（入力専用）」（以下「プログラム」とい

う。）および当該プログラム用デ－タ。

なお，前記以外の資料は，北海道が定める「森林計画関係資料

の情報提供に係る取扱要領」または「森林計画関係個人情報記載

資料の提供に係る取扱要領」に定めるところによるものとする。

(2) 森林経営計画書の作成等の技術的な指導・援助

森林経営計画書の作成およびこれら達成のために必要な技術上

の指導・援助。

２ 指導援助申請書の提出

(1) 前記１の( 1 )の提供を受けようとする森林所有者または森林所

有者からの森林の経営の委託を受けた者（以下「森林所有者等」

という。）は，別記様式１の「森林経営計画作成指導援助申請書」

を郵送または持参により市長に提出するものとする。

(2) 森林所有者からの森林の経営の委託を受けた者が申請を行う場

合は，当該委託を証する書類（受委託契約書の写し等）を添付す



るものとする。

また，任意の代理人により申請を行う場合は，対象森林の森林

所有者等が当該申請行為を代理人に委任していることを証する委

任状を添付するものとする。ただし，森林所有者が加入している

森林組合（森林組合法（昭和５３年法律第３６号）第３条に定め

る森林組合および生産森林組合をいう。以下同じ。）が森林所有

者の代理人として森林組合法第４１条の２（同法第１００条にお

いて準用する場合を含む。）に定める当該組合員名簿の写しを添

付して申請を行う場合はこの限りでない。

３ 申請者の確認

(1) 前記１の( 1 )の提供を受けようとする者は，市長に対して，対

象森林の森林所有者等またはその代理人であることを証明するた

めに必要な書類（運転免許証，健康保険の被保険者証その他の北

海道個人情報保護事務取扱要綱に定められた確認書類）を提出ま

たは提示するものとし，市長はこれにより申請者の確認を行うも

のとする。

なお，前記１の( 1 )の提供を受けようとする者が法人であって

申請書の提出者が当該法人の職員である場合は，当該法人の職員

であることを証する書類（身分証明書等）を提出または提示する

ものとする。

(2) 郵送による申請の場合，前記１の( 1 )の提供を受けようとする

者は，前項に定める書類の写しを申請書に添付するものとし，市

長はこれにより申請者の確認を行うものとする。

４ 指導・援助

(1) 市長は，前記２の申請があったときは，対象森林について，申

請者本人が所有するものであること，森林所有者からの森林の経

営の委託を受けたものであることまたは森林所有者等から当該申

請行為の委任を受けたものであることを申請書および添付資料に



より確認し，申請適格者であると認めるときは別記様式２の「森

林経営計画作成援助承認書」を交付するとともに，前記１の (1)

の資料提供を行うものとする。

(2) 資料提供に必要な電子記録媒体については，市長が指定するも

のを申請者が用意することとする。

(3) 市長は，対象森林の森林所有者等またはその代理人から前記１

の( 2 )の助言，指導の申し出があったときは，適切な指導・援助

を行うものとする。

５ 交付資料の取扱い

(1) 前記４の( 1 )により提供を行う交付資料の内，プログラムを交

付する場合は，別記様式３の「森林経営計画認定プログラム（入

力専用）使用許諾条件」により，許諾の条件，禁止事項等を申請

者へ提示して交付するものとする。

(2) プログラムの使用許諾料は無償とする。

(3) プログラムの使用許諾の効力は，提供を受けた申請者がプログ

ラムをインストールした時に開始し，使用をやめ，コンピュータ

から消去または削除したときに終了するものとする。

(4) 申請者は，プログラムの使用をやめ，コンピュータから消去ま

たは削除したときは，プログラムを市長へ返却するものとする。

(5) 市長は，法令の改廃若しくは事務等の改善によりプログラムを

変更した場合，使用を許諾した申請者に対しその旨を通知すると

ともに，変更したプログラムを送付する。

(6) 市長は，別記様式４の「森林経営計画認定プログラム（入力専

用）交付管理台帳」に必要な事項を記載するものとする。

第２ 認定請求の手続

１ 認定請求書の提出

法第１１条第１項の規定に基づき，森林経営計画の認定の請求を

しようとする者（以下「認定請求者」という。）は，規則第９条に



基づき，別記様式５の「森林経営計画認定請求書」（以下「認定請

求書」という。）および別に定める「森林経営計画書」一式を，市

長に提出するものとする。

２ 認定請求に添付する書類

認定請求者は，認定請求書の提出にあたっては，規則第１１条に

定める次の書類（以下「添付書類」という。）を添付するものとす

る。

(1) 次に掲げる事項を表示した図面（森林計画図に移写したもの等）

ア 森林経営計画の対象森林の所在

イ 森林経営計画の対象とする森林の施業および保護を実施する

ために必要な作業路網その他施設の整備の設置および維持管理

の状況並びに当該森林のうち主伐としてその立木を伐採するも

のの区域を表示した図面

(2) 森林経営計画の対象とする森林につき森林所有者から森林の経

営の委託を受けた者が森林経営計画を作成した場合にあっては，

その者が森林の経営の委託を受けた者であることを証する書面（

受委託契約書の写し等)

(3) 森林経営計画の対象とする森林の施業および保護を実施するた

めに必要な作業路網その他施設の設置および維持管理につき，森

林の土地の所有者の同意があったことを証する書面

３ 認定請求書等の受理

(1) 市長は，認定請求者から認定請求書，森林経営計画書および添

付書類（以下「認定請求書等」という。）の提出があったときは，

内容を確認した上で受理しなければならない。ただし，確認した

結果，認定請求書等の内容に不備，または誤り等がある場合は，

受理する前に適正な内容となるよう修正させるものとする。

(2) 市長は，認定請求書等を受理したときは，別記様式６の「森林

経営計画認定簿」に必要な事項を記載しなければならない。



第３ 森林経営計画の認定

１ 認定請求書等の審査・認定

市長は，認定請求書等の受理後，速やかに森林調査簿等により現

況等を確認した上で審査を行うものとし，次により処理するものと

する。

(1) 認定請求書等が，法第１１条第５項各号に掲げる要件のすべて

を満たしていると認められる場合には，これを認定する。

(2) 市長は，認定請求書等の提出のあった日から３０日以内に認定

するものとする。

(3) 認定請求書等が，法第１１条第５項各号に掲げる要件のすべて

または一部を満たしていないと認められる場合には，当該認定請

求者に対し認定請求を取下げ，計画の内容の修正を行った上で改

めて認定請求するよう指導するものとする。

２ 認定の通知

市長は，前記１の(1)の認定をしたときは，認定請求者に対し，

別記様式７の「森林経営計画認定書」（以下「認定書」という。）

により通知するとともに，施業方法等について助言，指導すべき

事項がある場合は，その旨を付記し適切な指導等を行うものとす

る。

第４ 森林経営計画の変更

１ 変更認定請求書の提出

法第１２条第１項および第２項の規定に基づき，森林経営計画の

変更認定の請求をしようとする者（以下「変更認定請求者」という。）

は，別記様式８の「森林経営計画変更認定請求書」を提出するものと

する。

この場合の処理は，前記第２の規定を準用する。ただし，変更す

る森林経営計画書および添付書類については，変更に関する部分の

みであっても差し支えないこととする。



２ 森林経営計画の変更認定

市長は，森林経営計画変更認定請求書，変更する森林経営計画書

および添付書類（以下「変更認定請求書等」という。）の受理後，

速やかに審査を行うものとする。

この場合の処理は，第３の規定を準用する。

第５ 認定請求の取り下げ

１ 認定請求の取り下げ

市長は，前記第２の３の( 1 )および第４の２により認定請求書等

または変更認定請求書等を受理した後，認定請求者または変更認定

請求者からこれらの認定請求について取下げの申し出があったとき

は，別記様式９の「森林経営計画（変更）認定請求書等取下申請書」

（以下「取下申請書」という。）を提出させるものとする。

２ 認定請求書等の返戻

市長は，認定請求者または変更認定請求者から取下申請書の提出

があったときは，別記様式１０の「森林経営計画（変更）認定請求

書等返戻通知書」により，認定請求書等または変更認定請求書等の

書類を返戻し，森林経営計画認定簿に必要な事項を記載しなければ

ならない。

第６ 森林経営計画の変更に関する通知

前記第３の１の(1)および第４の２により認定を受けた者（以下，

「認定森林所有者等」という）に対する法第１３条の規定に基づく

森林経営計画の変更に関する通知は，別記様式１１の「森林経営計

画の変更に関する通知書」により行うものとする。

なお，通知を受けた認定森林所有者等は，当該通知を受けた日か

ら３０日以内に変更認定の請求をしなければならない。

第７ 森林経営計画の実行の確保等



１ 森林経営計画実行簿の整理

市長は，森林経営計画制度の実行の確保に資するため，森林経営

計画の時期ごとに計画量および実行量，届出書の提出状況等を記録

する別記様式１２の「森林経営計画実行簿」を備え付けなければな

らない。

２ 実行確保の指導

市長は，施業の実行の確保が適正に図られるよう必要に応じ，認

定森林所有者等に対する指導を行うものとする。

３ 森林経営計画事業簿の整理

市長は，森林経営計画制度に基づく施業等の円滑な実施に資する

ため，各年度の始期において，森林経営計画の計画量を計画別に記

録する別記様式第１３の「森林経営計画事業簿」を備えつけるもの

とし，林業事業体や林業経営体からの求めに応じて，その情報の提

供に努めるものとする。なお，事業簿に記録する計画量は，前記１

の実行簿の計画内容の欄に記載された計画量から転記するものとす

る。

第８ 伐採等の届出等

１ 伐採等の届出

認定森林所有者等は，森林経営計画に定めた当該年度の立木の伐

採および造林を完了したときは，一括してその完了した日から３０

日以内，また，対象森林の森林所有者が森林経営計画の認定を受け

た対象森林の立木の譲渡を行う場合は，その立木を譲渡した日から

３０日以内に，法第１５条の規定に基づく別記様式１４の「森林経

営計画に係る伐採等の届出書」（以下「伐採等届出書」という。）

を，市長に提出しなければならない。

２ 伐採等届出書の内容確認等



(1) 市長は，提出された伐採等届出書の内容について，現地調査や

造林補助事業などの関係資料を活用し，確認を行うものとする。

(2) 市長は，森林経営計画内容と実行状況の比較検討を行い，伐採

等が森林経営計画どおり行われたかをどうかを確認し，計画内容

と実行状況に乖離があると認められるときは，原因を究明すると

ともに計画的施業の推進が図られるよう指導するものとする。

第９ 包括承継の届出

認定森林所有者等の死亡等により，相続人等が森林経営計画を包

括承継した場合，当該包括承継人は，規則第１３条の７の規定に基

づき，農林省告示（昭和２６年農林省告示第８５１号）に定める別

記様式１５の「包括承継の届出書」を知事等に提出するものとする。

第10 認定取消しの通知

市長は，森林経営計画について法第１６条に基づく認定の取消し

を行うことが必要であると認めたときは，北海道行政手続条例に基

づく不利益処分の手続を経たうえで取消すことを決定し，別記様式

１６の「森林経営計画認定の取消通知書」により，認定森林所有者

等へ通知するものとする。

附 則

１ この要領は，平成２４年４月１日から施行する。

２ 函館市森林施業計画事務処理要領は廃止する。

３ この要領の施行日前に函館市森林施業計画事務処理要領に基づき認

定された計画の取扱いについては，計画期間が終了するまでは，なお

従前の例による。


